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１ 連  茂 『赤井川村における災害対策について』 

令和6年 1月 1日に発生した能登半島地震。

発生から二カ月が過ぎ、被害の規模を知る度

に、被害にあわれた方への復興を願う思いが

強くなります。一方で普段私たちが暮らす赤

井川村での防災に対する備えは万全かと見ま

わしてみると、いくつか疑問が生じます。災

害の備えとして『赤井川村地域防災計画、及

び赤井川村国土強靱化地域計画』にも詳しく

書かれていますが、今回の地震がきっかけで、

不安に感じている住民も多く、確認の意味も

含め、今一度、赤井川村における防災対策に

ついて質問させて頂きます。 

質問の前に既にご存知の方も多いと思いま

すが、防災を備える前の身構えとして一枚の

地図を紹介させて下さい。この日本地図は

2016年内閣府が発表した（地震情報サイトJIS

から）地震を予見する地図です。 

緑（もしくは薄緑）は50年以内（公表時か

ら）に 10％の確率で震度 5 弱の地震に見舞わ

れると予想される地域を示しています。 

この地図で示されている通り、能登半島と、

北海道の積丹半島は同等程度、地震の起こり

うる危険性が低い地域に該当します。更に、

同（地震情報）サイトが発表している活断層

についても、能登と積丹近辺には表示されて

いません。 

ではなぜこの地震は起きたのか。京都大学

防災研究所の西村卓也教授によると、「大陸

の地下に潜む地殻内部流体が引き金となった

可能性がある。2020 年以降地震活動が活発に

なり、能登半島の地下15キロほどに流体が流

れ込み、周辺の断層を滑りやすくし北東から

南西にのびるおよそ 150 キロの活断層がずれ

動いた」とされています。 

活断層の評価はかなりの時間と労力がかか

り、主に陸域が対象で、海岸沿いの活断層は

盲点になっているそうです。幸い、2021 年泊

原発付近海域に付いては専門家が「活断層は 
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  ない」という見解を示しましたが、全ての海

域においての活断層調査は始まったばかりだ

というのが現況のようです。 

つまり、今まで幸い大きな地震の経験がな

い赤井川村も、能登半島地震と同様の危険性

を予見する必要があると思われ、一層の災害

対策こそが住民の不安の解消につながるもの

だと感じています。 

１．一般財団法人日本耐震診断協会では 1981

年以前に建てられた建物は危険性が高いと

して耐震診断と耐震補強の必要があるとし

ていますが、赤井川村における現在の耐震

基準に満たない住宅が何割・何世帯くらい

あるでしょうか。 

 耐震補強に対し、国土交通省は住宅・建築

物耐震改修事業交付金を設けています。地

方によって少し扱いが違うようなので、赤

井川村における改修事業交付金制度と、実

例があれば教えて下さい。 

   今後に備える為にも制度活用を広める必

要を感じていますが、赤井川村として今後

どのように取り扱っていくのか？お考えを

お伝えください。 

２．地方において、災害発生後一番問題にな

るのがインフラの復旧です。特に地方は抱

える面積が広いのに反し、役場の職員が少

なく、能登地域の復旧の遅れは他人事とは

言い切れません。赤井川村の国土強靭化計

画でも人員不足への不安を明記しています

が、赤井川村がもし災害にあった際、どの

ような初動対応がなされ、他市町村や民間

企業との連携が想定されるかご説明下さ

い。 

３．災害が発生した時の避難所と避難場所は

ハザードマップで示されていますが、避難

場所の防災対策の備蓄・装備品（食料・水

・電気・ストーブ・ダンボールベットなど）

の現状をお知らせください。また、泊原子

力発電所非常事態発生時、本村住民の屋内 
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  避難施設にも指定されているキロロリゾー

トの災害時での対応についてご説明をお願

いします。（※冬季ピーク時の対応）４．住

民には馴染みのない言葉ですが備荒資金と

言うのがあります。これを検索すると『北海

道内の市町村が相互の福利増進と財政運営

の健全化を図るために設立された組合です。 

具体的には、災害応急復旧事業費やその他

災害に伴う費用に充てるための積立金を管

理・処理しています』とあります。使用目

的が明確な基金ですが、現在の赤井川村が

保有している備荒資金と今後どのように取

り扱うのか村長の方針をお示しください。

（※住民への周知が目的・増減） 

５．災害への備えは各家庭に委ねられるところ

ですが、万が一に備え、情報は行政として

発信すべきだと考えます。先日、社会福祉

協議会主催の「災害時の対応について」に

は住民の関心の強さを物語る多くの参加が

ありました。また、令和 3 年に修正発行さ

れた『防災のしおり』も、かなり効果的な

活動ではないでしょうか。このような活動

の継続を求めると共に、自助・共助・公助

の役割や連携をわかりやすくして、住民の

災害に備える準備を、行政の情報発信とと

もに高める必要性を感じていますが、今後

の取り組みなどがあればお知らせくださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 能登 ゆう 『災害対策について』 

災害対策は多岐にわたりますが、今回特に報

道等で取り上げられている課題について、村

の備えをご紹介下さい。 

・要配慮者への支援体制について 

・停電や断水が続く中でのトイレ対策について 

・雪害対策について 

・道路の寸断による孤立化を防ぐ対策について 

 

 

村 長 

 

 



 

 

令和６年 第１回 定例会発言通告整理表（受付順） 

№4 

発言順 発言者氏名 発 言 通 告 内 容 答弁者 備  考 

  『子育て支援の拡充について』 

２月27日の厚生労働省の発表によると、昨

年 2023 年に生まれた赤ちゃんの数(出生数)

は過去最少の75万 8631人。初めて80万人を

割った 22 年と比べて 5.1％の減少だそうで

す。特に地方の減少率が大きく、北海道は22

年比 7.5％減で、全国を上回って少子化が進

んでいる状況です。 

少子化の原因は複数の要因が絡み合ってい

ると言われますが、婚姻数の低下、その背景

にある不安定な雇用と所得の低下、「子育て

罰」と言い表されるほど子育てに困難がとも

なう社会環境が生む、構造的な問題として考

える必要があります。「親ガチャ」と言われ

るような、親世代から子供への格差の連鎖、

格差の拡大もコロナ禍を経てより深刻な状況

です。 

国の取り組みとしては、令和5年4月に「こ

ども基本法」が施行され、「こどもまんなか

社会」の実現に向け、こども家庭庁が発足し

ています。また12月には「こども未来戦略」

が閣議決定されました。こども基本法では、

地方公共団体の責務として「区域内の子ども

の状況に応じた施策の策定と実施」が規定さ

れており、決して十分とは言えない国の取り

組みを地域の状況に合わせ補完していく役割

が求められていると考えます。 

赤井川村は保育料や小中学校給食の無償化

を近隣市町村に先駆けて実施し、中学生海外

研修など独自の事業にも取り組まれていま

す。ただ、保育所や子ども教室の受け入れ体

制はひとり親やフルタイムの共働き世帯には

不十分な状況が続いており、子どもが村外の

保育園や小学校に通う状況を生んでいます。

塾や習い事など、子どもの活動の多くが親の

送迎を前提としており、体験格差が生まれや

すい環境でもあります。 
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  近隣町村ではどこでも実施されているイン

フルエンザ予防接種に対する助成も、未だに

行われていません。また、経済的負担の大き

くなる中学校卒業後の支援は手薄で、高校生

の医療費無償化、奨学金返済支援等の事業も

実施されていません。取り組むべき課題は、

まだ沢山あると考えます。 

「こども基本法」を受け、村の子育て環境

をどのようにとらえていらっしゃるか、どの

ような取り組みが必要とお考えか、村長に伺

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『農業分野でのゼロカーボン施策について』

「赤井川村エネルギービジョン」(R3)、「ゼロ

カーボンビレッジ赤井川推進戦略」(R5)が策

定され、ゼロカーボンに向けた取り組みが進

んでいます。 

様々なプロジェクトが挙げられています

が、基幹産業である農業分野での取り組みは

「農業施設への木質系バイオマス活用」以外

に見当たらず、少々物足りない印象を持ちま

した。環境に配慮した農業の展開は「村の農

業の特色として他地域と差別化を図る有効な

手段」(農業振興計画)とも捉えられ、農業の

持続可能性はもちろん、地域農産物、さらに

は地域自体のブランドイメージを高めるうえ

でも重要です。農業分野でもゼロカーボンに

向け、より積極的な取り組みが必要だと考え

ます。 

国が「持続可能な食料システムの構築」を

目指して策定した「みどりの食料システム戦

略」(R3)には、農林水産業の調達・生産・加

工・流通・消費の各段階で期待される具体的

な取り組み・技術が網羅的に示されています。

北海道では、農業の脱炭素化に向けて幅広い

分野の関係者が参画し協働を推進する母体と

して「北海道カーボンファーミング推進協議

体」が設立(R5)されたそうです。国や道の方

向性とも連動して、赤井川村の地域特性に応 
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  じた新たな取り組みを検討してはいかがでし

ょうか。 

 村ではかねてより「食の安全・安心と環境

に配慮した農業の展開」が施策として掲げら

れ、土づくり対策などに継続的な支援が行わ

れてきました。そうした積み重ねの結果、有

機農業の取り組み面積が耕地面積に占める割

合は全国的にも高い水準にあり、農業者、非

農業者ともに環境配慮に向けた施策に対する

理解、協力を求めやすい意識が醸成されてい

るように感じます。地域ぐるみで有機農業に

取り組む市町村(オーガニックビレッジ)を目

指す取り組みには国の支援も用意されていま

す。 

ゼロカーボンに向けた農業分野での取り組

みについて、村長のお考えを伺います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


